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Ａ．研究目的 

再発性多発性軟骨炎（relapsing 

polychondritis; RP）は軟骨組織の炎症・破

壊を特徴とする原因不明の慢性疾患である。

効果的な治療法を確立するためには、患者

の分布と臨床像を理解すると共に、診療の

実態を把握することが重要である。しかし、

RPに関する疫学調査は、海外ではいくつか

報告されているが、国内ではこれまで実施

されていない[1,2]。日本における RPの臨

床像と診療の実態を明らかにすることを目

的として、本研究では、RP診療に携わる専

門医療機関を対象としたアンケート調査を

実施した。本稿では、アンケート調査の計

画・設計について説明した。 

 

Ｂ．研究方法 

 RPの臨床像と診療の実態を調べるアン

ケート調査を計画・設計した。具体的には、

1）属性、2）症状・検査、3）治療に注目し、

これら情報を効率的に収集しうる調査対象

と調査方法を検討した。 

 

Ｃ．研究結果 

アンケート調査を計画・設計するうえで、

日本の RP患者の分布を推測しうるデータ

が存在しないため、調査対象は特定の地域

に限定せず、RP患者が受診する可能性があ

る専門医療機関すべてとした。調査方法は

自記式郵送法による 2段階調査とした。す

なわち、第 1段階（1次調査）で RP患者

の診療経験をたずね、調査時点で受診患者

が存在すると回答した場合、第 2段階（2

次調査）で、その詳細をたずねる。RP患者

は稀少であるため、調査票の回収率を上げ

て取りこぼしをできるかぎり減らすことが

肝要であり、このような 2段階調査が望ま

しいと判断した。 

各調査の調査票を別紙に示した。 

1次調査は、受診患者を網羅的に把握し

うるよう、質問数を絞り込み、往復はがき

で送付とした。問 2で性年齢別人数、問 3

で受診先（診療科）を尋ねる。 

2次調査は、1次調査から把握された受診

患者について詳細な情報を収集するもので、

封書で送付とした。前半部分で、発症状況

（②～③）、病変部位（④）、検査（⑤～⑦）、

後半部分で、治療（⑧）、合併症（⑨）、予

後（⑩）を尋ねる。治療については、参考

まで、方法別に有効性を主観的に評価する

欄を設けた。 

 

Ｄ．考察 

RP の臨床像と診療の実態を調べるアン

ケート調査を実施するにあたり、調査対象

と調査方法をどのように設定したかを説明

した。このアンケート調査から、RP患者が

どこに所在するか、受診患者がどのような

臨床像を呈して、どのような検査と治療を

受けているかが明らかになる。調査結果は
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日本の RP を理解するための基礎資料とし

て有用な情報となるだろう。 

ただし、このアンケート調査には、以下

のような限界がある。 

第 1 に、1 次調査で調査票を返送しない

機関は受診患者がゼロなのか、調査協力が

得られないのかを判断できない。このアン

ケート調査から有病率を算出することは困

難である。 

第 2 に、2 次調査で収集されるのは医師

の記憶やカルテ情報に基づく情報であり、

想起バイアスが生じうる。 

第 3 に、2 次調査で収集されるのは受診

患者の調査時点の情報であり、さらに追跡

した場合には、追加（症状、検査、治療、

合併症）や変更（転帰）が生じうる。 

結果の解釈に注意すると共に、必要と目

的に応じてさらに詳細な調査を追加するこ

とが検討される。とくに治療の有効性の評

価は医師の主観で、明確な基準に基づくも

のでない。治療効果を比較検討するために

は、評価基準の確立と、それに基づく臨床

試験の実施が求められる。 
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【1次調査 調査票】 
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【2次調査 調査票】 

 


